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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 70,431 0.1 1,975 105.5 2,322 92.9 1,128 98.1
22年3月期 70,343 △3.1 961 △45.1 1,204 △39.0 569 △7.0

（注）包括利益 23年3月期 1,194百万円 （68.8％） 22年3月期 707百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 19.09 18.77 3.8 3.8 2.8
22年3月期 9.57 9.46 1.9 1.9 1.4

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  10百万円 22年3月期  10百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 58,876 32,444 51.3 511.26
22年3月期 63,121 31,861 47.1 502.03

（参考） 自己資本   23年3月期  30,226百万円 22年3月期  29,719百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 3,538 △304 △2,034 5,076
22年3月期 1,993 △483 △2,755 3,882

2.  配当の状況 

(注)24年3月期第2四半期末の配当は5円とする予定です。また期末配当は今後業績動向を見極めつつ検討することとしており、現時点では未定で 
あります。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 595 104.6 2.0
23年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 592 52.4 2.0
24年3月期(予想) ― 5.00 ― ― ― ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 30,000 △9.9 300 △42.3 450 △35.6 250 △33.9 4.23
通期 65,000 △7.7 1,200 △39.3 1,400 △39.7 700 △38.0 11.84



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(注）詳細は、添付資料18ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、添付資料30ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 65,962,988 株 22年3月期 65,962,988 株
② 期末自己株式数 23年3月期 6,841,941 株 22年3月期 6,764,513 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 59,152,794 株 22年3月期 59,573,539 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 55,670 △0.2 1,291 152.2 1,587 92.8 863 97.9
22年3月期 55,803 0.2 512 △56.1 823 △46.6 436 △22.9

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

23年3月期 14.58 14.34
22年3月期 7.31 7.23

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 44,000 24,384 54.9 407.64
22年3月期 48,085 24,094 49.7 403.32

（参考） 自己資本 23年3月期  24,136百万円 22年3月期  23,908百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項につきましては、添付
資料2ページ「１．経営成績（1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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(1）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業の設備投資の伸び悩みや個人消費の冷え込みなどが懸念されつつ

も、輸出の回復によって製造業を中心に持ち直しの兆しが見えておりました。しかしながら本年３月に発生した東

日本大震災の影響により、景況の先行きについては不透明感が強まる結果となりました。 

 当社グループの事業に大きく関係する情報通信分野においては、通信事業各社における料金・サービス両面での

顧客獲得に向けた競争や、公共事業減少に伴う建設業界内の受注競争がますます過熱しており、受注環境は一層厳

しいものとなりました。一方、スマートフォンやクラウドコンピューティング※１の進展によるデータ通信量の拡

大傾向を背景に、光アクセスを活用した次世代ネットワーク（ＮＧＮ）のエリア拡大、３．９世代携帯電話サービ

ス（ＬＴＥ※２）の導入などデータ通信の高速大容量化、携帯電話の不感地帯解消、官民一体となった通信インフ

ラの地域格差解消などの様々なインフラ整備が進められました。 

 東日本大震災につきましては、当社グループにおける直接的な影響はなかったものの、一時的な工事の停止や材

料納品の遅延などが散見されました。また、通信事業各社による災害復旧に際し、当社グループからも人員、機工

具、工事用車両等を派遣しました。 

 このような事業環境のなか、当社グループは①受注拡大とコスト低減、②人材の育成、③グループ事業運営の効

率化、④ＣＳＲ経営、内部統制システム定着の推進といった基本方針のもとで事業を推進し、光関連工事や移動通

信工事など通信事業各社からの受注確保に努めたほか、官公庁・自治体等からの通信関連工事や建物内設備工事等

の売上拡大に注力しました。  

  
※１ クラウドコンピューティング・・・ネットワーク上に存在するサーバが提供するサービスを、それらのサーバ群を意識することな

                   しに利用できるというコンピューティング形態を表す言葉。 
※２ LTE（Long Term Evolution）・・・３.９Ｇと呼ばれる次世代携帯電話の通信規格の1つ。平成22年12月からＮＴＴドコモ社で商用

                   サービスが開始されている。 
  

その結果、当連結会計年度の業績は、連結受注高は705億20百万円（前期比103.4％）、連結売上高は704億31百

万円（前期比100.1％）、連結営業利益は19億75百万円（前期比205.5％）、連結経常利益は23億22百万円（前期比

192.9％）、連結当期純利益は11億28百万円（前期比198.1％）となりました。 

なお、セグメント別の連結経営成績は次表のとおりです。 

  

【セグメント別の分析】  

（単位：百万円）

  

１．経営成績

セグメント 
売上高 営業利益 

当期 前期 増減 増減率(%) 当期 前期 増減 増減率(%)

 通信建設事業  58,664  58,695  △31  △0.1  1,542  552  989  178.9

 情報サービス事業  4,206  3,922  283  7.2  58  57  0  0.9

 住宅不動産事業  1,723  1,393  329  23.6  △53 △42  △10 － 

 ビジネスサポート事業  5,838  6,331  △493  △7.8  373  340  32  9.6

 消去または全社 - - - -  54  52  2  4.2

合計  70,431  70,343  88  0.1  1,975  961  1,013  105.5



①通信建設事業 

 ＮＧＮサービスのエリア拡大をはじめとする光関連工事が堅調に推移したこと、移動通信関連工事が増加したこ

となどにより、受注高は前期に比べ増加し、売上高は前期と同程度となりました。また、売上原価および管理間接

コストの低減に努めた結果、営業利益は前期に比べ増加しました。 

②情報サービス事業 

  景気が低迷するなかで企業等の情報投資抑制の影響を受けたものの、受注高・売上高の確保に注力した結果、前

期に比べ受注高・売上高ともに増加しました。営業利益については前期と同程度となりました。 

③住宅不動産事業 

 市況が冷え込むなかで受注高・売上高の確保に努め、受注高は前期に比べ減少し、売上高については前期に比べ

増加しました。営業利益については販売費の低減等に努めたものの、前期に比べ減少しました。 

④ビジネスサポート事業 

 民間の設備投資が抑制されるなか、半導体製造装置の設置・保守事業、人材派遣事業、リース事業等において受

注高・売上高の確保に努めましたが、受注高・売上高は前期に比べ減少する結果となりました。しかしながら管理

間接コストの低減に努めたことにより、営業利益は前期に比べ増加しました。 

  

【次期の見通し】 

当社グループの主な事業セグメントである通信建設事業においては、通信事業各社のインフラ整備が今後も継続

して行われることが期待される一方、発注工事の小規模化や低価格化、建設業界内の競争激化などにより、受注面

での厳しさがより一層強まることを予想しております。また、東日本大震災による影響については、今後の通信事

業各社の動向に注目しつつ情勢を見極める必要があります。 

情報サービス事業、住宅不動産事業、ビジネスサポート事業においても、震災の影響もあり景況が依然として先

行き不透明な状態にあることから、当面は厳しい環境が続くものと予想しております。 

そうしたなかで当社グループは、全社を挙げて受注・売上の確保とコスト低減に取り組むこととし、また、東日

本大震災の復興に際し、通信事業各社への協力を継続してまいります。 

なお、次期における業績の見通しは以下のとおりであります。 

  

  

【セグメント別の売上高見通し】 

 （単位：百万円）

  

連結売上高 

百万円(前期比％) 

連結営業利益 

百万円(前期比％) 

連結経常利益 

百万円(前期比％) 

連結純利益 

百万円(前期比％) 

（92.3） 65,000  （60.7） 1,200 （60.3） 1,400 （62.0） 700

セグメント 
売 上 高 

上期 （前期比％） 下期 （前期比％） 通期 （前期比％）

 通信建設事業 24,200 87.0 28,600 92.7 52,800 90.0 

 情報サービス事業 2,000 102.1 2,300 102.3 4,300 102.2 

 住宅不動産事業 1,000 150.8 1,100 103.8 2,100 121.9 

 ビジネスサポート事業 2,800 98.2 3,000 100.5 5,800 99.3 

合計 30,000 90.1 35,000 94.2 65,000 92.3 



(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 資産は、前連結会計年度末と比較して、42億44百万円減少し、588億76百万円となりました。主な減少は受取手

形・完成工事未収入金等の減少43億88百万円や、販売用不動産の減少6億56百万円であり、主な増加は、現金預金

の増加10億81百万円や、リース債権及びリース投資資産の増加3億78百万円であります。 

負債は、前連結会計年度末と比較して、48億27百万円減少し、264億32百万円となりました。主な減少は支払手

形・工事未払金等の減少42億27百万円や、短期借入金の減少14億87百万円であり、主な増加は、未払法人税等の

増加6億78百万円であります。 

純資産は、前連結会計年度末（少数株主持分を含む）と比較して、5億82百万円の増加となりました。主な増加

は、利益剰余金5億36百万円であり、その結果、自己資本比率は前連結会計年度末の47.1％から51.3％となりまし

た。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ11億94百

万円増加し、50億76百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益22億23百万円の計上、

売上債権の減少42億95百万円、たな卸資産の減少4億18百万円及び減価償却費13億94百万円による資金の増加要因

と仕入債務の減少42億6百万円、長期未払金の減少2億82百万円及び法人税等の支払額4億66百万円による資金の減

少要因により、35億38百万円の資金増加（前第連結会計年度19億93百万円の資金増加）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却、貸付金の回収による収入

がありましたが、有形固定資産の取得等により、3億4百万円の資金減少（前第連結会計年度4億83百万円の資金減

少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済及び配当金の支払等により、20億

34百万円の資金減少（前連結会計年度27億55百万円の資金減少）となりました。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移  

   

※ 自己資本比率 ・・・・・・・・・・・・・・・（純資産－新株予約権－少数株主持分）／総資産 

  時価ベースの自己資本比率 ・・・・・・・・・株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ・・・・有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ ・・・・・ 営業キャッシュ・フロー／利払い 

  １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

  ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式数控除後）により算出しております。 

  ３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

  ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

  象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

  ます。 

  ４．平成１９年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、 

  営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 

  

  平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期

自己資本比率（％）  49.1  48.7  48.3  47.1  51.3

時価ベースの自己資本比率（％）  41.5  26.3  26.8  27.2  27.5

キャッシュフロー対有利子負債比

率（年） 
-  7.0  10.8  6.3  3.2

インタレスト・カバレッジ・レシ

オ（倍） 
-  11.5  8.3  13.7  28.1



(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社グループは、徹底した効率化の推進ならびに財務体質のさらなる向上によって、安定した配当政策を継続し

ていく所存であります。 

 また、内部留保資金につきましては、長期にわたる安定的な経営基盤の確保のため、適正な運用に努めてまいり

ます。 

 上記方針に基づき、当期の期末配当につきましては、先にお知らせしたとおり１株当たり５円とさせていただ

き、既に実施いたしました中間配当（１株当たり５円）と合わせ、１株当たりの年間配当は１０円とさせていただ

きます。 

 次期の配当につきましては、今後の経営環境が不透明であることなどから、中間は５円、期末については現時点

では未定とし、業績動向等を総合的に勘案し、あらためてお知らせいたします。 

  

 (4）事業等のリスク 

【特定の得意先との取引について】 

 当社グループは、通信建設事業を主な事業としており、ＮＴＴグループを始めとする通信事業者各社との安定

的な取引を継続しておりますが、これら各社の売上高に占める割合が高く、通信事業者各社の設備投資動向や技

術革新によっては当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

【ＣＳＲについて】 

 当社グループは、人身事故ゼロ・設備事故ゼロ・情報漏洩ゼロの企業理念を基本として、安全衛生や品質のマ

ネジメントシステムを導入し、お客様の満足のために信頼の技術と品質を提供することとしておりますが、重大

な事故等不測の事態を発生させた場合は、社会的に大きな影響を与えるとともに、営業活動に制約を受け、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  



 当企業集団は、日本電話施設株式会社（当社）および子会社２８社（うち連結子会社２２社）、関連会社６社

（うち持分法適用会社５社）で構成されており、電気通信設備、電気設備等の通信建設事業を中心に、情報システ

ムの開発・運用・保守、ネットワークのコンサルティング・運用・保守等の情報サービス事業、不動産の売買、交

換、賃貸借、管理および鑑定評価等に関する住宅不動産事業およびリース・レンタル事業、半導体製造装置等の設

置・保守サービス、人材派遣事業等のビジネスサポート事業の事業活動を展開しております。 

 事業の内容と当社および子会社、関連会社の当該事業における位置づけならびに事業の種類別セグメントとの関

連は、次のとおりであります。 

  

２．企業集団の状況

事業の種類 主な事業の内容 関連する会社 

      

通信建設 ・電気通信設備工事  当社 

事業 ・電気設備工事  【連結子会社 １５社】 

  ・一般土木工事  愛知エヌディエス工事㈱、名和通信建設㈱、北東通信建 

  ・その他建設工事全般  設㈱、エヌディエス大協㈱、大日通信建設㈱、静岡エヌ 

     ディエス工事㈱、東邦工事㈱、浜松エヌディエス工事㈱、 

     浜松通信施設㈱、岐阜エヌディエス工事㈱、三重エヌデ 

     ィエス工事㈱、三通建設工事㈱、みつぼしテクノ㈱、日 

     本技建㈱、㈱ＮＮＫ 

     【非連結子会社 ５社】 

     三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、㈱丸栄サンワ、㈲三通シス 

     テム、㈱太田工事 

     【持分法適用関連会社 ３社】 

     名古屋電話工事㈱、日本協同建設㈱、布目電話工業㈱、 

     【持分法非適用関連会社 １社】 

     エヌディエス名通エンジニアリング㈱ 

       

       

情報サービス ・情報システムの開発・運用・保守  【連結子会社 ３社】 

事業 ・ネットワークのコンサルティン  ＮＤＳインフォス㈱ 

  グ・運用・保守等   ㈱エヌサイト 

     ㈱アイコス・コーポレーション 

       

       

住宅不動産 ・不動産の売買・交換・賃貸借  当社 

事業 ・不動産の管理、鑑定評価およびコ  【連結子会社 １社】 

  ンサルティング業務等  エヌディエスメンテ㈱ 

       

       

ビジネス ・リース・レンタル事業  当社 

サポート ・通信機器の製造・販売・修理  【連結子会社 ３社】 

事業 ・OA機器の販売  ㈱エヌディエスリース 

  ・半導体製造装置等の設置・  エヌディエスソリューション㈱ 

   保守サービス  東名通信工業㈱ 

  ・人材派遣事業  【非連結子会社 １社】 

  ・通信資材の販売・輸送  ㈱東豊警備 

  ・VODソリューション事業等  【持分法適用関連会社 ２社】 

     ㈱東海通信資材サービス 

     ブリッジ・モーション・トゥモロー㈱ 

       



 
  



(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは「すべてのお客様の満足のために、情熱をもって信頼の技術と品質を提供する」ことを企業理念

として、最大の強みである情報通信ネットワーク構築技術を活かした事業展開と、常にお客様の視点に立ったサー

ビスを提供することで、豊かな情報通信社会の実現に貢献していくことを経営の基本方針としております。 

   

(2）目標とする経営指標 

 当社グループは、企業価値向上のため、自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）、売上高営業利益率を重視し、その向

上に努めてまいります。また、併せてキャッシュ・フローも重視してまいります。 

   

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、「お客様に感動いただけるソリューション＆エンジニアリング企業グループ」を目指し、常に

変化する経営環境、市場動向に的確に対応するため、『変革・挑戦・連携』を推進しながら事業運営をすすめてま

いります。具体的には、 

・すべてのお客様へのベストパートナーとしての貢献 

・中核事業であるエンジニアリング事業の更なる拡大による業績向上 

・グループ内の連携による経営資源の最大限活用 

・社会から信頼される企業グループの具現化 

を基本戦略として掲げ、グループ全体でこれに取り組んでまいります。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループを取り巻く経営環境は、国内の景況が震災の復興を経て次第に回復すると見込まれるものの、企業

の設備投資や個人消費の動向については、依然不透明で慎重な動きが続くものと思われます。 

 情報通信分野におきましては、今後も通信の高速化・高品質化に向けた通信インフラ整備にあわせ、サービスの

多様化・高度化が進められることが予想される一方で、主要な取引先である通信事業各社での料金・サービス両面

での競争激化を受け、当社グループにおきましても品質、価格、納期の面でこれまで以上の努力が必要であると考

えます。 

 このような事業環境のなか、当社グループは「お客様に感動いただけるソリューション＆エンジニアリング企業

グループ」として持続的に成長するため、「受注拡大」「徹底したコスト低減」「事業運営効率化」「人材の育

成」等の取り組みを推進してまいります。また、安全・品質への取り組み、ＣＳＲ経営および内部統制システム定

着の推進につきましても継続的に注力してまいります。 

 さらに、このたびの震災復興に対する活動も含め、通信インフラ構築および保守に携わる企業グループとして、

今後も全力をあげて情報通信分野を中心に幅広く社会の発展に尽力してまいります。 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 4,355 5,436

受取手形・完成工事未収入金等 24,137 19,748

リース債権及びリース投資資産 2,253 2,631

有価証券 40 170

未成工事支出金 228 323

仕掛品 16 33

仕掛販売用不動産 318 543

販売用不動産 1,879 1,223

商品 93 37

材料貯蔵品 788 716

繰延税金資産 650 973

その他 412 392

貸倒引当金 △96 △45

流動資産合計 35,077 32,184

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 4,804 4,496

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 2,483 2,094

土地 8,628 8,553

貸与資産（純額） 191 172

建設仮勘定 － 81

有形固定資産合計 ※2, ※4  16,107 ※2, ※4  15,397

無形固定資産 753 794

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1, ※2  8,227 ※1, ※2  7,703

長期貸付金 141 89

繰延税金資産 1,569 1,381

その他 ※1  1,394 ※1  1,442

貸倒引当金 △149 △118

投資その他の資産合計 11,182 10,499

固定資産合計 28,043 26,691

資産合計 63,121 58,876



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 9,391 5,163

短期借入金 ※2  5,813 ※2  4,325

リース債務 32 18

未払法人税等 305 984

未成工事受入金 204 86

賞与引当金 1,371 1,530

役員賞与引当金 30 47

工事損失引当金 14 187

その他 1,553 1,993

流動負債合計 18,718 14,338

固定負債   

長期借入金 ※2  6,766 ※2  6,857

リース債務 37 62

退職給付引当金 4,299 4,302

役員退職慰労引当金 396 317

その他 1,041 553

固定負債合計 12,541 12,094

負債合計 31,259 26,432

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,676 5,676

資本剰余金 4,425 4,425

利益剰余金 21,021 21,557

自己株式 △2,208 △2,230

株主資本合計 28,914 29,428

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 805 797

その他の包括利益累計額合計 805 797

新株予約権 186 248

少数株主持分 1,956 1,969

純資産合計 31,861 32,444

負債純資産合計 63,121 58,876



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

完成工事高 58,695 58,664

兼業事業売上高 11,648 11,767

売上高合計 70,343 70,431

売上原価   

完成工事原価 ※8  53,064 ※7  52,399

兼業事業売上原価 10,009 10,183

売上原価合計 63,074 62,582

売上総利益   

完成工事総利益 5,631 6,264

兼業事業総利益 1,638 1,584

売上総利益合計 7,269 7,849

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  6,307 ※1, ※2  5,873

営業利益 961 1,975

営業外収益   

受取利息 40 22

受取配当金 154 154

受取賃貸料 82 128

持分法による投資利益 10 10

その他 224 288

営業外収益合計 512 604

営業外費用   

支払利息 145 125

支払手数料 2 8

賃貸費用 58 70

その他 63 51

営業外費用合計 269 256

経常利益 1,204 2,322



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別利益   

前期損益修正益 ※3  4 ※3  6

固定資産売却益 ※4  2 ※4  98

貸倒引当金戻入額 8 56

工事契約会計基準の適用に伴う影響額 ※7  112 －

事業譲渡益 － 80

その他 3 37

特別利益合計 130 279

特別損失   

前期損益修正損 ※5  19 ※5  10

固定資産処分損 ※6  12 ※6  42

投資有価証券評価損 94 188

ゴルフ会員権評価損 29 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 18

減損損失 － ※8  95

その他 13 22

特別損失合計 170 378

税金等調整前当期純利益 1,163 2,223

法人税、住民税及び事業税 383 1,148

法人税等調整額 214 △125

法人税等合計 598 1,023

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,199

少数株主利益又は少数株主損失（△） △4 70

当期純利益 569 1,128



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,199

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △15

持分法適用会社に対する持分相当額 － 10

その他の包括利益合計 － ※2  △4

包括利益 － ※1  1,194

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 1,121

少数株主に係る包括利益 － 73



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,676 5,676

当期末残高 5,676 5,676

資本剰余金   

前期末残高 4,425 4,425

当期末残高 4,425 4,425

利益剰余金   

前期末残高 21,053 21,021

当期変動額   

剰余金の配当 △598 △592

当期純利益 569 1,128

自己株式の処分 △3 △0

当期変動額合計 △31 536

当期末残高 21,021 21,557

自己株式   

前期末残高 △2,062 △2,208

当期変動額   

自己株式の取得 △164 △23

自己株式の処分 18 1

当期変動額合計 △146 △21

当期末残高 △2,208 △2,230

株主資本合計   

前期末残高 29,092 28,914

当期変動額   

剰余金の配当 △598 △592

当期純利益 569 1,128

自己株式の取得 △164 △23

自己株式の処分 14 1

当期変動額合計 △178 514

当期末残高 28,914 29,428



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 663 805

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 141 △7

当期変動額合計 141 △7

当期末残高 805 797

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 663 805

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 141 △7

当期変動額合計 141 △7

当期末残高 805 797

新株予約権   

前期末残高 126 186

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 59 61

当期変動額合計 59 61

当期末残高 186 248

少数株主持分   

前期末残高 1,979 1,956

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 13

当期変動額合計 △23 13

当期末残高 1,956 1,969

純資産合計   

前期末残高 31,862 31,861

当期変動額   

剰余金の配当 △598 △592

当期純利益 569 1,128

自己株式の取得 △164 △23

自己株式の処分 14 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 178 67

当期変動額合計 △0 582

当期末残高 31,861 32,444



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,163 2,223

減価償却費 1,438 1,394

減損損失 － 95

退職給付引当金の増減額（△は減少） 40 3

賞与引当金の増減額（△は減少） △179 159

貸倒引当金の増減額（△は減少） 100 △82

受取利息及び受取配当金 △195 △177

支払利息 145 125

為替差損益（△は益） 2 5

持分法による投資損益（△は益） △10 △10

固定資産売却損益（△は益） △2 △98

固定資産処分損益（△は益） 12 42

事業譲渡損益（△は益） － △80

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 18

売上債権の増減額（△は増加） △6,281 4,295

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,513 418

仕入債務の増減額（△は減少） 4,526 △4,206

長期未払金の増減額（△は減少） △386 △282

その他 △593 104

小計 2,296 3,949

利息及び配当金の受取額 200 181

利息の支払額 △147 △125

法人税等の支払額 △355 △466

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,993 3,538

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △247 △360

定期預金の払戻による収入 365 473

有価証券の取得による支出 △100 －

有価証券の売却及び償還による収入 100 －

有形固定資産の取得による支出 △514 △655

有形固定資産の売却による収入 19 108

投資有価証券の取得による支出 △107 △463

投資有価証券の売却及び償還による収入 146 695

貸付けによる支出 △204 △168

貸付金の回収による収入 455 227

事業譲渡による収入 － 123

その他 △395 △283

投資活動によるキャッシュ・フロー △483 △304



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,900 △1,198

長期借入れによる収入 3,070 2,811

長期借入金の返済による支出 △3,216 △3,009

自己株式の取得による支出 △164 △20

配当金の支払額 △598 △592

少数株主への配当金の支払額 △19 △12

その他 73 △12

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,755 △2,034

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 △5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,248 1,194

現金及び現金同等物の期首残高 5,130 3,882

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  3,882 ※1  5,076



該当事項はありません。  

  

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

１ 連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社数         22社

連結子会社名の名称 

愛知エヌディエス工事㈱、エヌディエ 

ス大協㈱、静岡エヌディエス工事㈱、 

浜松エヌディエス工事㈱、岐阜エヌデ 

ィエス工事㈱、三重エヌディエス工事 

㈱、日本技建㈱、㈱ＮＮＫ、㈱エヌデ 

ィエスリース、エヌディエスソリュー 

ション㈱、エヌディエスメンテ㈱、㈱ 

アイコス・コーポレーション、みつぼ 

しテクノ㈱、大日通信建設㈱、三通建 

設工事㈱、名和通信建設㈱、東邦工事 

㈱、北東通信建設㈱、東名通信工業 

㈱、浜松通信施設㈱、㈱エヌサイト、 

ＮＤＳインフォス㈱ 

(1）連結子会社数         22社

連結子会社名の名称 

愛知エヌディエス工事㈱、エヌディエ 

ス大協㈱、静岡エヌディエス工事㈱、 

浜松エヌディエス工事㈱、岐阜エヌデ 

ィエス工事㈱、三重エヌディエス工事 

㈱、日本技建㈱、㈱ＮＮＫ、㈱エヌデ 

ィエスリース、エヌディエスソリュー 

ション㈱、エヌディエスメンテ㈱、㈱ 

アイコス・コーポレーション、みつぼ 

しテクノ㈱、大日通信建設㈱、三通建 

設工事㈱、名和通信建設㈱、東邦工事 

㈱、北東通信建設㈱、東名通信工業 

㈱、浜松通信施設㈱、㈱エヌサイト、 

ＮＤＳインフォス㈱ 

  (2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社の名称 

三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、㈱丸栄サ

ンワ、㈲三通システム、㈱太田工事、㈱

東豊警備 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社の名称 

三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、㈱丸栄サ

ンワ、㈲三通システム、㈱太田工事、㈱

東豊警備 

  連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社６社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲から除いておりま

す。 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社６社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲から除いておりま

す。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法を適用した関連会社数 ５社 

会社の名称 

㈱東海通信資材サービス、名古屋電話工

事㈱、日本協同建設㈱、布目電話工業

㈱、ブリッジ・モーション・トゥモロー

㈱ 

(1）持分法を適用した関連会社数 ５社 

会社の名称 

㈱東海通信資材サービス、名古屋電話工

事㈱、日本協同建設㈱、布目電話工業

㈱、ブリッジ・モーション・トゥモロー

㈱ 

  (2）持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社 

非連結子会社 

三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、㈱丸栄サ

ンワ、㈲三通システム、㈱太田工事、㈱

東豊警備 

(2）持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社 

非連結子会社 

三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、㈱丸栄サ

ンワ、㈲三通システム、㈱太田工事、㈱

東豊警備 

  関連会社 

エヌディエス名通エンジニアリング㈱、

㈱ＲＣハウジング 

 ㈱ＲＣハウジングは平成21年５月８日

付で㈱エヌディエスオオイワより社名を

変更しております。 

関連会社 

エヌディエス名通エンジニアリング㈱ 

㈱ＲＣハウジングは、保有株式を売却し

たことにより、持分法を適用しない関連

会社から除外しております。 

  持分法を適用しない理由 

 上記の持分法非適用の非連結子会社及

び関連会社は、それぞれ当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外しておりま

す。 

持分法を適用しない理由 

 上記の持分法非適用の非連結子会社及

び関連会社は、それぞれ当期純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外しておりま

す。 



  

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度末日と連結決算日

は一致しております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

ただし、複合金融商品について

は、組込デリバティブを区別して

測定することができないため、全

体を時価評価し評価差額を当連結

会計年度の損益に計上しておりま

す。 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…        同左 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

…     同左 

  ② たな卸資産 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

② たな卸資産 

未成工事支出金 

同左 

  仕掛品 

個別法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法により

算定） 

仕掛品 

同左 

  商品 

移動平均法による原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方法に

より算定） 

商品 

同左 

  材料貯蔵品 

主として移動平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定） 

材料貯蔵品 

同左 

  仕掛販売用不動産 

個別法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法により

算定） 

仕掛販売用不動産 

同左 

  販売用不動産 

個別法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法により

算定） 

販売用不動産 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース賃借資産及び

貸与資産を除く） 

定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物・構築物 ３～50年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース賃借資産及び

貸与資産を除く） 

同左 

  ② リース賃借資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法。 

② リース賃借資産 

同左 



  

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

  ③ 貸与資産 

主として定額法 

③ 貸与資産 

同左 

  ④ 無形固定資産 

定額法 

 ただし、自社利用のソフトウエア

については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法。 

④ 無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。 

③ 役員賞与引当金 

同左 

  ④ 工事損失引当金 

 当連結会計年度末未成工事のうち、

損失の発生が見込まれるものについ

て、将来の損失に備えるため、その損

失見込額を計上しております。 

④ 工事損失引当金 

同左 

  ⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末に発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定率法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（12年）に

よる定額法によりそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理しておりま

す。 

⑤ 退職給付引当金 

同左 

  ⑥ 役員退職慰労引当金 

 連結子会社において、役員の退職慰

労金の支給に充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

⑥ 役員退職慰労引当金 

同左 



  

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

  (4）完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は、当連結会計年度

末までの進捗部分について成果の確実性

が認められる工事契約については工事進

行基準を適用し、その他の工事契約につ

いては、工事完成基準を適用しておりま

す。なお、工事進行基準における進捗率

の見積りは主として原価比例法によって

おります。 

(4）完成工事高の計上基準 

同左 

  (5）ファイナンス・リース取引に係る収益

計上基準 

 リース料受取時に売上高と売上原価を

計上する方法によっております。 

(5）ファイナンス・リース取引に係る収益

計上基準 

  同左 

  

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たす金利スワップ

取引については、特例処理を採用してお

ります。また、一体処理（特例処理・振

当処理）の要件を満たす金利通貨スワッ

プについては、一体処理を採用しており

ます。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

同左 

    

────────────── 

  

  

  

────────────── 

      

  

  

  

  

  

  

  

(9）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式 

(7）のれんの償却方法及び償却期間  

  のれん及び過年度に発生した負ののれ

んの償却については、５年間の均等償却

を行っております。 

(8）連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

  

(9）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

  

  ──────────────   

  

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

のれん及び負ののれんの償却については、

５年間の均等償却を行っております。 

  

  ──────────────    

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

  

  ──────────────   

  



  

  

(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 当連結会計年度 

（工事契約に関する会計基準の適用） 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、長期

大型工事（工期１年以上、請負金額４億円以上）について

工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を

適用しておりましたが、当連結会計年度から「工事契約に

関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用し、

期首に存在する工事契約を含む全ての工事契約において期

末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

については工事進行基準（工事進捗率の見積りは主として

原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を

適用しております。 

 これにより、従来の方法によった場合に比べ、完成工事

高は 百万円増加し、営業利益及び経常利益が 百万

円増加し、税金等調整前当期純利益が264百万円増加して

おります。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。 

（退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）の適用）

 当連結会計年度から「退職給付に係る会計基準」の一部

改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年７月31

日）を適用しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響はありません。 

1,075 152

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。  

 これによる営業利益、経常利益及びセグメント情報に与

える影響は軽微であり、税引前当期純利益は25百万円減少

しております。 

  

（企業連結に関する会計基準等の適用） 

 当連結会計年度から「企業結合に関する会計基準」（企

業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表

に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月

26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」

（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12

月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第

16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しておりま

す。 

  

(8）表示方法の変更

前連結会計年度 当連結会計年度 

（連結損益計算書） 

１ 前連結会計年度において営業外費用「その他」に含

めて表示しておりました「賃貸費用」（前連結会計年

度 百万円）は、営業外費用の総額の100分の10を超

えることとなったため、当連結会計年度において区分

掲記することといたしました。 

２ 前連結会計年度において特別損失「その他」に含め

て表示しておりました「ゴルフ会員権評価損」（前年

連結会計年度 百万円）は、特別損失の総額の100分の

10を超えることとなったため、当連結会計年度におい

て区分掲記することといたしました。 
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（連結損益計算書） 

１ 前連結会計年度において、特別損失の「その他」に

含めて表示しておりました「減損損失」（前連結会計年

度5百万円）は、特別損失の総額の100分の10を超えるこ

ととなったため、当連結会計年度において区分掲記する

ことといたしました。 

２ 当連結会計年度より「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

く「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内

閣府令第５号）の適用により、「少数株主損益調整前当

期純利益」の科目で表示しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度において財務活動によるキャッシュ・フ

ローに区分掲記しておりました「ストックオプションの行

使による収入」（当連結会計年度 百万円）は、重要性が

乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」

に含めて表示しております。 

0

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しておりました「減損損

失」（前連結会計年度5百万円）は、重要性が増加したた

め、当連結会計年度において区分掲記することといたしま

した。 



  

  

  

(9）追加情報

前連結会計年度 当連結会計年度 

  

  

─────────────── 

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 

(10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 当連結会計年度 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式） 百万円1,209

その他（出資金）  5

投資有価証券（株式） 百万円1,215

その他（出資金）  5

※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 

建物 百万円226

土地  1,841

建物 百万円234

土地  1,776

担保対応債務 担保対応債務 

長期借入金 百万円969

短期借入金  1,677

長期借入金 百万円1,253

短期借入金  1,376

 上記の他、営業保証金の代用として投資有価証券

百万円を供託しております。 

10  上記の他、営業保証金の代用として投資有価証券

百万円を供託しております。 

10

 ３ 保証債務 

 以下の借入に対し、債務の保証を行っております。

 ３ 保証債務 

 以下の借入に対し、債務の保証を行っております。

社員の住宅資金の借入について保証

を行っております。 
百万円3

社員の住宅資金の借入について保証

を行っております。 
百万円2

※４ 減価償却累計額 百万円15,580 ※４ 減価償却累計額 百万円15,930



  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 当連結会計年度 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

従業員給料手当 百万円2,345

貸倒引当金繰入額  93

賞与引当金繰入額  209

退職給付費用  423

役員退職慰労引当金繰入額  76

役員賞与引当金繰入額  30

役員報酬および給料手当  712

従業員給料手当 百万円2,168

貸倒引当金繰入額  42

賞与引当金繰入額  247

退職給付費用  301

役員退職慰労引当金繰入額  59

役員賞与引当金繰入額  47

役員報酬および給料手当  651

※２ 研究開発費の総額は66百万円（一般管理費）であり

ます。 

※２ 研究開発費の総額は 百万円（一般管理費）であり

ます。 

63

※３ 前期損益修正益は、過年度工事請負額の修正等であ

ります。 

※３ 前期損益修正益は、過年度工事請負額の修正等であ

ります。 

※４ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ※４ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

機械・運搬具・工具器具備品 百万円2 機械・運搬具・工具器具備品 百万円2

土地  95

計  98

※５ 前期損益修正損は、過年度工事請負額の修正等であ

ります。 

※５ 前期損益修正損は、過年度工事請負額の修正等であ

ります。 

※６ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。 ※６ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。

建物・構築物 百万円10

機械・運搬具・工具器具備品  2

計  12

建物・構築物 百万円34

機械・運搬具・工具器具備品  7

計  42

※７ 工事契約会計基準の適用に伴う影響額は「工事契約

に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年

12月27日）第25項に基づき、平成21年４月１日時点で

存在するすべての工事契約について同会計基準を適用

したことによる過年度の工事の進捗に見合う利益であ

ります。なお、過年度の工事進捗に対応する工事収益

の額及び工事原価の額は、それぞれ 百万円及び

百万円であります。 

2,917

2,804

  

※８ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 

百万円 14

※７ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 

 百万円

※８ 減損損失 

    当社グループは、以下の資産について減損損失を

計上しております。  

    当社グループは、管理会計上の区分を基礎にグル

ーピングを行っております。 

    遊休資産については、今後も使用の目処が立って

いないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し72

百万円の減損損失を計上しております。 

    なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、重要性の高い資産グループについては、不

動産鑑定評価額によることとしておりますが、当該

資産については重要性が乏しいため、路線価による

相続税評価額を基礎として合理的な調整を行った価

額により測定しております。 

    また、事業用資産のうち上記物件については、使

用目的の変更により処分する当該資産の帳簿価額全

額を減額し23百万円の減損損失を計上しておりま

す。 
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用途 種類 場所 

遊休資産 土地 愛知県豊橋市他 

事業用資産 建物及び構築物 名古屋市中区 



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式数の増加651千株は、取締役会決議による自己株式取得による増加628千株、単元未満

株式の買取による増加22千株等であります。 

    普通株式の自己株式の減少54千株は、新株予約権等の行使による減少51千株、単元未満株式の売渡しによ

    る減少３千株であります。 

  

２ 新株予約権等に関する事項 

  

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 711百万円

少数株主に係る包括利益 △4 

計 707 

その他有価証券評価差額金 138百万円

持分法適用会社に対する持分相当額 3 

計 142 

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

発行済株式  

普通株式（千株）  65,962  －  －  65,962

自己株式  

普通株式（千株）（注）  6,167  651  54  6,764

会社名 内訳 
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結 
会計年度末

増加 減少 
当連結 

会計年度末 

提出会社 
ストック・オプションと

しての新株予約権 
－  －  －  －  －  186

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  299  5 平成21年３月31日 平成21年６月29日 

平成21年11月13日 

取締役会 
普通株式  299  5 平成21年９月30日 平成21年12月７日 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  296  5 平成22年３月31日 平成22年６月28日



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式数の増加82千株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

    普通株式の自己株式の減少4千株は、単元未満株式の売渡しによるものであります。 

  

２ 新株予約権等に関する事項 

  

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

発行済株式  

普通株式（千株）  65,962  －  －  65,962

自己株式  

普通株式（千株）（注）  6,764  82  4  6,841

会社名 内訳 
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結 
会計年度末

増加 減少 
当連結 

会計年度末 

提出会社 
ストック・オプションと

しての新株予約権 
－  －  －  －  －  248

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  296  5 平成22年３月31日 平成22年６月28日 

平成22年11月12日 

取締役会 
普通株式  296  5 平成22年９月30日 平成22年12月６日 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  296  5 平成23年３月31日 平成23年６月27日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 当連結会計年度 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金預金 百万円4,355

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △473

現金及び現金同等物  3,882

現金預金 百万円5,436

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △360

現金及び現金同等物  5,076



  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

（注）１ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、連結損益計算書の売上集計区分を勘案しております。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

(1）通信建設事業………電気通信設備工事、電気設備工事、一般土木工事、その他建設工事全般に関する事業

(2）情報サービス事業…情報システムの開発、運用、保守及びネットワークのコンサルティングに関する事業

(3）住宅不動産事業……マンション・戸建分譲販売、ビル管理、不動産賃貸および不動産取引に関する事業 

(4）リース他事業………リース・レンタルに関する事業、半導体製造装置等の設置・保守サービス及び通信機

器・ＯＡ機器の製造・販売・修理他 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（ 百万円）の主なものは、提出会社での余裕運用

資金（現金預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 会計方針の変更 

（工事契約に関する会計基準の適用） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度から「工事契

約に関する会計基準」を適用しております。これに伴い、従来の方法に比べ、通信建設事業では売上高が

1,155百万円増加し、営業利益は165百万円増加しております。情報サービス事業では売上高21百万円減少

し、営業利益は７百万円減少しております。また、リース他事業では売上高が58百万円減少し、営業利益は

６百万円減少しております。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載を省略しております。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
通信建設 
事業 

（百万円） 

情報 
サービス 
事業 

（百万円）

住宅不動産
事業 

（百万円）

リース他 
事業 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

(1）外部顧客に対する 

売上高 
 58,695  3,922  1,393  6,331  70,343  －  70,343

(2）セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 26  0  3  1,514  1,545 ( )1,545  －

計  58,722  3,922  1,397  7,846  71,889 ( )1,545  70,343

営業費用  58,169  3,865  1,440  7,505  70,980 ( )1,598  69,382

営業利益又は 

営業損失（△） 
 552  57  △42  340  908  52  961

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
              

資産  37,864  1,514  5,225  8,476  53,080  10,040  63,121

減価償却費  745  22  64  416  1,248  190  1,438

資本的支出  304  83  5  246  639  177  817

14,674

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】



  

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。  

 当社は、製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品・サービスについて主に国内での包

括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「通信建設事

業」、「情報サービス事業」、「住宅不動産事業」及び「ビジネスサポート事業」の４つを報告セグメントとして

おります。 

 「通信建設事業」は、電気通信設備工事、電気設備工事、一般土木工事、その他建設工事全般に関する事業を行

っております。 

 「情報サービス事業」は、情報システムの開発、運用、保守及びネットワークのコンサルティングに関する事業

を行っております。 

 「住宅不動産事業」は、マンション・戸建分譲販売、ビル管理、不動産賃貸および不動産取引に関する事業を行

っております。 

 「ビジネスサポート事業」は、半導体製造装置等の設置・保守サービス、通信機器・ＯＡ機器の製造・販売・修

理、並びにリース・レンタルを通して車両・事務機器等の調達の支援他、ビジネスのサポートに関する事業を行っ

ております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と概ね同

一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益の数値であり、セグメント間の内部売上高又は振替高は、主に市場価格に基

づいております。 

  

【セグメント情報】



３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  従来までのセグメント情報の取り扱いに基づくセグメント情報が、「セグメント情報等の開示に関する会計基

準」（企業会計基準第17号）等に準拠した場合と同様であるため、記載を省略しております。 

  

 当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

(注) １.調整額は以下のとおりであります。  

(1)セグメント利益又は損失（△）の調整額54百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用であります。 

(2)セグメント資産の調整額9,992百万円は、セグメント間消去取引△4,013百万円、各セグメントに配分して

いない全社資産14,005百万円であります。全社資産の主な内容は、提出会社での余裕運用資金(現金預金及び

有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

(3)減価償却費の調整額204百万円は、各セグメントに配分していない全社資産の減価償却費であります。 

(4)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額95百万円は、各セグメントに配分していない全社資産の

増加額であります。  

  ２．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

 前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

（単位：百万円）

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。   

  
通信建設 

事業 

情報 

サービス 

事業 

住宅不動産

事業 

ビジネス 

サポート 

事業 

計 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸

表計上額 

（注）２

売上高               

 外部顧客に対する売上高  58,664  4,206  1,723  5,838  70,431 -  70,431

 セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 13  0  10  1,597  1,621  △1,621 - 

計  58,677  4,206  1,733  7,435  72,053  △1,621  70,431

セグメント利益又は損失（△）  1,542  58  △53  373  1,920  54  1,975

セグメント資産  34,282  1,596  4,682  8,322  48,883  9,992  58,876

その他の項目    

 減価償却費  824  32  69  268  1,194  204  1,399

 有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
 356  113  119  219  808  95  904

  
通信建設 

事業 

情報サービス 

事業 

住宅不動産 

事業 

ビジネス 

サポート事業 
計 

減損損失  5  －  －  －  5

  
通信建設 

事業 

情報サービス 

事業 

住宅不動産 

事業 

ビジネス 

サポート事業 
計 

減損損失  77  －  18  －  95



 リース取引関係、関連当事者情報、税効果会計関係、金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退

職給付関係、ストック・オプション等関係、企業結合等関係、資産除去債務関係、賃貸等不動産関係、関連当事者

情報及び開示対象特別目的会社関係に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと

考えられるため開示を省略しております。 

  

  

（注） 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 該当事項はありません。 

（開示の省略）

（１株当たり情報）

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 502.03 円 511.26

１株当たり当期純利益 円 9.57 円 19.09

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 円 9.46 円 18.77

  
前連結会計年度 

（平成22年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円）  31,861  32,444

普通株式に係る純資産額（百万円）  29,719  30,226

差額の主な内訳（百万円） 

新株予約権  186  248

少数株主持分  1,956  1,969

普通株式の発行済株式数（千株）  65,962  65,962

普通株式の自己株式数（千株）  6,764  6,841

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数

（千株） 
 59,198  59,121

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり当期純利益 

当期純利益（百万円）  569  1,128

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  569  1,128

普通株式の期中平均株式数（千株）  59,573  59,152

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  659  984

（うち新株予約権）（千株）  659  984

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 
 該当事項はありません  該当事項はありません 

（重要な後発事象）



  

  

１．受 注 高  

 （単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。  

  

２．売 上 高  

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。 

  

３．受 注 残 高  

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。 

（受注高・売上高・受注残高の状況）

  前連結会計年度 当連結会計年度     

期 別 自平成21年４月１日 自平成22年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成22年３月31日 至平成23年３月31日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %  %  %

通信建設事業  56,261  82.5  58,535  83.0  2,273  104.0

情報サービス事業  3,938  5.8  4,266  6.0  327  108.3

住宅不動産事業  1,601  2.3  1,527  2.2  △ 73  95.4

ビジネスサポート事業  6,381  9.4  6,191  8.8  △ 190  97.0

計  68,183  100.0  70,520  100.0  2,337  103.4

  前連結会計年度 当連結会計年度     

期 別 自平成21年４月１日 自平成22年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成22年３月31日 至平成23年３月31日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %  %  %

通信建設事業  58,695  83.4  58,664  83.3  △ 31  99.9

情報サービス事業  3,922  5.6  4,206  6.0  283  107.2

住宅不動産事業  1,393  2.0  1,723  2.4  329  123.6

ビジネスサポート事業  6,331  9.0  5,838  8.3  △ 493  92.2

計  70,343  100.0  70,431  100.0  88  100.1

  前連結会計年度 当連結会計年度     

期 別 自平成21年４月１日 自平成22年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成22年３月31日 至平成23年３月31日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %  %  %

通信建設事業  7,904  85.8  7,775  75.2  △ 129  98.4

情報サービス事業  117  0.9  177  1.7  60  151.3

住宅不動産事業  248  0.2  52  0.5  △ 195  21.2

ビジネスサポート事業  1,982  13.1  2,335  22.6  353  117.8

計  10,252  100.0  10,340  100.0  88  100.9



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,291 2,525

受取手形 1,096 25

完成工事未収入金 19,882 17,040

売掛金 520 182

未成工事支出金 184 266

仕掛品 1 2

仕掛販売用不動産 318 543

販売用不動産 1,879 1,223

商品 54 4

材料貯蔵品 155 255

繰延税金資産 317 631

未収入金 175 136

その他 139 155

貸倒引当金 △68 △21

流動資産合計 25,947 22,969

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 3,917 3,656

構築物（純額） 144 161

機械及び装置（純額） 38 207

車両運搬具（純額） 2 13

工具器具・備品（純額） 162 116

土地 5,638 5,636

建設仮勘定 － 81

有形固定資産合計 ※2  9,905 ※2  9,873

無形固定資産   

ソフトウエア 523 481

電話加入権 47 47

その他 7 7

無形固定資産合計 578 537

投資その他の資産   

投資有価証券 6,454 6,058

関係会社株式 2,599 2,565

長期貸付金 10 －

関係会社長期貸付金 598 33

破産更生債権等 80 74

長期前払費用 63 58

繰延税金資産 1,210 1,058

その他 716 842

貸倒引当金 △80 △71

投資その他の資産合計 11,653 10,619

固定資産合計 22,137 21,030

資産合計 48,085 44,000



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 276 －

工事未払金 ※1  8,078 ※1  5,242

買掛金 ※1  1,460 ※1  101

短期借入金 948 422

1年内返済予定の長期借入金 1,726 1,396

リース債務 9 62

未払金 165 325

未払費用 325 387

未払法人税等 156 746

未払消費税等 85 343

未成工事受入金 117 49

未成業務受入金 8 2

預り金 100 97

前受収益 16 16

賞与引当金 584 796

役員賞与引当金 30 47

工事損失引当金 13 183

その他 7 6

流動負債合計 14,110 10,228

固定負債   

長期借入金 5,466 5,305

リース債務 23 153

退職給付引当金 3,538 3,509

長期未払金 489 56

その他 363 362

固定負債合計 9,880 9,386

負債合計 23,990 19,615

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,676 5,676

資本剰余金   

資本準備金 4,425 4,425

資本剰余金合計 4,425 4,425

利益剰余金   

利益準備金 1,419 1,419

その他利益剰余金   

建物圧縮積立金 291 277

土地圧縮積立金 106 106

別途積立金 12,428 12,428

繰越利益剰余金 968 1,253

利益剰余金合計 15,213 15,483

自己株式 △2,170 △2,188

株主資本合計 23,144 23,396

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 763 740

評価・換算差額等合計 763 740

新株予約権 186 248

純資産合計 24,094 24,384

負債純資産合計 48,085 44,000



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

完成工事高 52,866 52,885

兼業事業売上高 2,937 2,785

売上高合計 55,803 55,670

売上原価   

完成工事原価 ※2, ※8  48,596 ※2, ※7  47,963

兼業事業売上原価 2,230 2,270

売上原価合計 50,826 50,234

売上総利益   

完成工事総利益 4,269 4,921

兼業事業総利益 706 514

売上総利益合計 4,976 5,435

販売費及び一般管理費 ※1, ※3  4,464 ※1, ※3  4,144

営業利益 512 1,291

営業外収益   

受取利息 17 9

有価証券利息 24 11

受取配当金 ※2  230 ※2  203

不動産賃貸料 ※2  256 ※2  233

その他 98 139

営業外収益合計 627 597

営業外費用   

支払利息 108 95

支払手数料 2 8

賃貸費用 170 175

その他 34 21

営業外費用合計 316 301

経常利益 823 1,587



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別利益   

前期損益修正益 ※4  2 ※4  2

固定資産売却益 － 95

貸倒引当金戻入額 1 51

工事契約会計基準の適用に伴う影響額 ※7  110 －

事業譲渡益 － 80

その他 0 11

特別利益合計 114 241

特別損失   

前期損益修正損 ※5  4 ※5  0

減損損失 － 23

固定資産処分損 ※6  11 ※6  22

投資有価証券評価損 78 188

関係会社株式評価損 － 26

ゴルフ会員権評価損 22 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10

その他 － 12

特別損失合計 117 282

税引前当期純利益 820 1,546

法人税、住民税及び事業税 175 829

法人税等調整額 209 △145

法人税等合計 384 683

当期純利益 436 863



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,676 5,676

当期末残高 5,676 5,676

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 4,425 4,425

当期末残高 4,425 4,425

資本剰余金合計   

前期末残高 4,425 4,425

当期末残高 4,425 4,425

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 1,419 1,419

当期末残高 1,419 1,419

その他利益剰余金   

建物圧縮積立金   

前期末残高 306 291

当期変動額   

建物圧縮積立金の取崩 △15 △14

当期変動額合計 △15 △14

当期末残高 291 277

土地圧縮積立金   

前期末残高 106 106

当期末残高 106 106

別途積立金   

前期末残高 12,428 12,428

当期末残高 12,428 12,428

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,118 968

当期変動額   

剰余金の配当 △598 △592

当期純利益 436 863

建物圧縮積立金の取崩 15 14

自己株式の処分 △3 △0

当期変動額合計 △150 284

当期末残高 968 1,253

利益剰余金合計   

前期末残高 15,378 15,213

当期変動額   

剰余金の配当 △598 △592

当期純利益 436 863

建物圧縮積立金の取崩 － －

自己株式の処分 △3 △0

当期変動額合計 △165 270

当期末残高 15,213 15,483



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △2,023 △2,170

当期変動額   

自己株式の取得 △164 △20

自己株式の処分 18 1

当期変動額合計 △146 △18

当期末残高 △2,170 △2,188

株主資本合計   

前期末残高 23,456 23,144

当期変動額   

剰余金の配当 △598 △592

当期純利益 436 862

自己株式の取得 △164 △20

自己株式の処分 14 1

当期変動額合計 △312 251

当期末残高 23,144 23,396

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 635 763

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 128 △23

当期変動額合計 128 △23

当期末残高 763 740

評価・換算差額等合計   

前期末残高 635 763

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 128 △23

当期変動額合計 128 △23

当期末残高 763 740

新株予約権   

前期末残高 126 186

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 59 61

当期変動額合計 59 61

当期末残高 186 248

純資産合計   

前期末残高 24,218 24,094

当期変動額   

剰余金の配当 △598 △592

当期純利益 436 863

自己株式の取得 △164 △20

自己株式の処分 14 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 188 38

当期変動額合計 △123 290

当期末残高 24,094 24,384



該当事項はありません。  

   

  

(4）継続企業の前提に関する注記

(5）重要な会計方針

項目 前事業年度 当事業年度 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基づく時価法

 （評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

 ただし、複合金融商品については、組

込デリバティブを区別して測定すること

ができないため、全体を時価評価し評価

差額を当事業年度の損益に計上しており

ます。 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

未成工事支出金 未成工事支出金 

 個別法による原価法 同左 

  仕掛品 仕掛品 

   個別法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定） 

同左 

  商品 商品 

   移動平均法による原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定） 

同左 

  材料貯蔵品 材料貯蔵品 

   移動平均法による原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定） 

同左 

  仕掛販売用不動産 仕掛販売用不動産 

   個別法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定） 

同左 

  販売用不動産 販売用不動産 

   個別法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定） 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産（リース賃借資産を除く） 有形固定資産（リース賃借資産を除く） 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。 

建物  ７年～50年 

同左 

  リース賃借資産 リース賃借資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法。 

同左 

  無形固定資産 無形固定資産 

   定額法 

 ただし、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法。 

同左 



  

項目 前事業年度 当事業年度 

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

同左 

  賞与引当金 賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

同左 

  役員賞与引当金 役員賞与引当金 

   役員に対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき計上しており

ます。 

同左 

  工事損失引当金 工事損失引当金 

   当事業年度末未成工事のうち、損失の発

生が見込まれるものについて、将来の損失

に備えるため、その損失見込額を計上して

おります。 

同左 

  退職給付引当金 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当事業年度末に発生し

ていると認められる額を計上しておりま

す。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定率法により費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法によりそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しております。

同左 

５ 完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、当事業年度末まで

の進捗部分について成果の確実性が認めら

れる工事契約については工事進行基準を適

用し、その他の工事契約については、工事

完成基準を適用しております。なお、工事

進行基準における進捗率の見積りは、主と

して原価比例法によっております。 

 同左 

６ ヘッジ会計の方法  特例処理の要件を満たす金利スワップ取

引については、特例処理を採用しておりま

す。また、一体処理（特例処理・振当処

理）の要件を満たす金利通貨スワップにつ

いては、一体処理を採用しております。 

 同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 税抜方式 

   

同左 



  

  

(6）会計処理方法の変更

前事業年度 当事業年度 

（工事契約に関する会計基準の適用） （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、長期

大型工事（工期１年以上、請負金額４億円以上）について

工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を

適用しておりましたが、当事業年度から「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）

及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用し、期首

に存在する工事契約を含む全ての工事契約において期末ま

での進捗部分について成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事進捗率の見積りは主として原価

比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用

しております。 

 これにより、従来の方法によった場合に比べ、完成工事

高は1,179百万円増加し、営業利益及び経常利益が167百万

円増加し、税引前当期純利益が278百万円増加しておりま

す。 

 当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。  

 これによる営業利益、経常利益及びセグメント情報に与

える影響は軽微であり、税引前当期純利益は15百万円減少

しております。 

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 当事業年度より「企業結合に関する会計基準」（企業会

計基準第21号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に

係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成

20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業

会計基準第７号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用してお

ります。 

（退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）の適用）   

 当事業年度から「退職給付に係る会計基準の一部改正

（その３）」（企業会計基準第19号 平成20年７月31日）

を適用しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響はありません。 

  

(7）表示方法の変更

前事業年度 当事業年度 

（損益計算書）   

 前事業年度において特別損失「その他」に含めて表示し

ておりました「ゴルフ会員権評価損」（前事業年度０百万

円）は、特別損失の総額の100分の10を超えることとなっ

たため、当事業年度において区分掲記することといたしま

した。 

  

─────────────── 



  

  

(8）個別財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 当事業年度 

※１ このうち関係会社に対するものは、次のとおりであ

ります。 

※１ このうち関係会社に対するものは、次のとおりであ

ります。 

工事未払金及び買掛金 百万円3,219 工事未払金及び買掛金 百万円3,177

※２ 減価償却累計額 百万円7,683 ※２ 減価償却累計額 百万円7,846

 ３ 下記の銀行借入金について保証を行っております。  ３ 下記の銀行借入金について保証を行っております。

社員の住宅資金の借入について

保証を行っております。 
百万円3

社員の住宅資金の借入について

保証を行っております。 
百万円2

（損益計算書関係）

前事業年度 当事業年度 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。また、その販売費と一般管理費の

割合は、販売費 ％、一般管理費 ％でありま

す。 

35.9 64.1

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。また、その販売費と一般管理費の

割合は、販売費 ％、一般管理費 ％でありま

す。 

35.2 64.8

従業員給料手当 百万円1,879

賞与引当金繰入額  136

退職給付費用  225

法定福利費  231

貸倒引当金繰入額  75

通信交通費  238

減価償却費  236

役員賞与引当金繰入額  30

福利厚生費  230

従業員給料手当 百万円1,601

賞与引当金繰入額  175

退職給付費用  211

法定福利費  249

貸倒引当金繰入額  0

通信交通費  225

減価償却費  230

役員賞与引当金繰入額  47

福利厚生費  226

※２ 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含まれ

ております。 

※２ 関係会社との取引にかかるものが次のとおり含まれ

ております。 

外注費（完成工事原価） 百万円24,029

受取配当金  88

不動産賃貸料  201

外注費（完成工事原価） 百万円21,787

受取配当金  65

不動産賃貸料  157

※３ 研究開発費の総額は 百万円（一般管理費）であり

ます。 

66 ※３ 研究開発費の総額は 百万円（一般管理費）であり

ます。 

63

※４ 前期損益修正益は、過年度工事請負額の修正等であ

ります。 

※４ 前期損益修正益は、過年度工事請負額の修正等であ

ります。 

※５ 前期損益修正損は、過年度工事請負額の修正等であ

ります。 

※５ 前期損益修正損は、過年度工事請負額の修正等であ

ります。 

※６ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。 ※６ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりであります。

建物・構築物 百万円10

工具器具・備品  0

計  11

建物・構築物 百万円16

工具器具・備品  5

計  22

※７ 工事契約会計基準の適用に伴う影響額は「工事契約

に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年

12月27日）第25項に基づき、平成21年４月１日時点で

存在するすべての工事契約について同会計基準を適用

したことによる過年度の工事の進捗に見合う利益であ

ります。なお、過年度の工事進捗に対応する工事収益

の額及び工事原価の額は、それぞれ 百万円及び

百万円であります。 

2,695

2,585

  

  

 ────────────────── 

  

  

  

  

  

※８ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 

百万円 13

※７ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 

 百万円169



前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

自己株式に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式数の増加 千株は、取締役会決議による自己株式取得による増加 千株、単元未満株式

の買取による増加 千株であります。 

普通株式の自己株式の減少 千株は、新株予約権等の行使による減少 千株、単元未満株式の売渡しによる減

少３千株であります。 
  

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

自己株式に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式数の増加 千株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

普通株式の自己株式の減少 千株は、単元未満株式の売渡しによるものであります。 

  

（注） 算定上の基礎 
  

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（千株）  6,088  650  54  6,683

650 628

22

54 51

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（千株）  6,683  73  4  6,752

73

4

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円403.32

１株当たり当期純利益 円7.31

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
円7.23

１株当たり純資産額 円407.64

１株当たり当期純利益 円14.58

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
円14.34

  
前事業年度 

（平成22年３月31日） 
当事業年度 

（平成23年３月31日） 

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円）  24,094  24,384

普通株式に係る純資産額（百万円）  23,908  24,136

差額の主な内訳（百万円）     

新株予約権  186  248

普通株式の発行済株式数（千株）  65,962  65,962

普通株式の自己株式数（千株）  6,683  6,752

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（千株）  59,279  59,210

  
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日）

１株当たり当期純利益     

当期純利益（百万円）  436  863

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  436  863

普通株式の期中平均株式数（千株）  59,653  59,237

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  659  984

（うち新株予約権）（千株）  659  984

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 
 該当事項はありません  該当事項はありません 



 該当事項はありません。 

  

  

１．受 注 高  

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。  

  

２．売 上 高  

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。  

  

３．受 注 残 高  

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。  

  

（重要な後発事象）

（受注高・売上高・受注残高の状況）

  前事業年度 当事業年度     

期 別 自平成21年４月１日 自平成22年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成22年３月31日 至平成23年３月31日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %  %  %

通信建設事業  50,104  94.1  52,809  95.3  2,705  105.4

住宅不動産事業  1,526  2.9  1,431  2.6  △ 94  93.8

ビジネスサポート事業  1,616  3.0  1,146  2.1  △ 469  70.9

計  53,246  100.0  55,386  100.0  2,140  104.0

  前事業年度 当事業年度     

期 別 自平成21年４月１日 自平成22年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成22年３月31日 至平成23年３月31日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %  %  %

通信建設事業  52,866  94.7  52,885  95.0  18  100.0

住宅不動産事業  1,318  2.4  1,626  2.9  308  123.4

ビジネスサポート事業  1,618  2.9  1,158  2.1  △ 460  71.6

計  55,803  100.0  55,670  100.0  △ 132  99.8

  前事業年度 当事業年度     

期 別 自平成21年４月１日 自平成22年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成22年３月31日 至平成23年３月31日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %  %  %

通信建設事業  7,283  96.2  7,207  98.9  △ 75  99.0

住宅不動産事業  248  3.3  52  0.7  △ 195  21.2

ビジネスサポート事業  39  0.5  27  0.4  △ 12  69.2

計  7,570  100.0  7,287  100.0  △ 283  96.3



(1）役員の異動 

 役員の異動につきましては、本日公表の別途開示資料をご覧ください。   

  

６．その他



決算短信補足資料（連結） 

  

１ 業績の推移（実績）                                （単位：百万円） 

  

２ 次期業績の予想（平成２４年３月期・第５８期）                   （単位：百万円） 

  

３ 次期売上高予想の種類別セグメント内訳（平成２４年３月期・第５８期）        （単位：百万円） 

  

４ 資本的支出および減価償却費の実績と計画                      （単位：百万円） 

 （注）減価償却費の（ ）内は、全社分の再掲である。 

  

５ 当期業績に至る主要因等 

① 売上高は、通信建設事業では、競争激化による厳しい受注環境にありましたが、光関連工事が堅調であったこ

と、移動通信関連工事の増加等があり、前期比ほぼ横ばいとなりました。一方、ビジネスサポート事業は民間の設

備投資の抑制もあり減少しましたが、回復の兆しが見えた情報サービス事業及び新規物件の供給に恵まれた住宅不

動産事業での増加があり、全体でも、前期比ほぼ横這いの704億円（前期は703億円）となりました。 

  

② 利益面では、通信建設事業が施工体制の見直し等による売上原価の改善が大きく寄与、情報サービス事業及び

ビジネスサポート事業でもほぼ前期並みの利益を確保したことにより、販売経費の負担が重かった住宅不動産事業

のマイナスを吸収しました。他方、全グループ挙げての経費削減効果により、販管費も大幅に減少し、全体での営

業利益は19億75百万円と前年（9億61百万円）に比べ大幅な増益となりました。 

補足資料

期別 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

平成23年3月期（第57期）  70,431  1,975  2,322  1,128

平成22年3月期（第56期）  70,343  961  1,204  569

平成21年3月期（第55期）  72,629  1,752  1,974  613

平成20年3月期（第54期）  71,890  1,739  2,125  977

平成19年3月期（第53期）  71,606  1,821  2,017  1,305

期別 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

第２四半期連結累計期間 

(平成２３年９月) 
 30,000  300  450  250

通期(平成２４年３月期)  65,000  1,200  1,400  700

セ グ メ ン ト 別 
売 上 高 

上 期 下 期 通 期 

通信建設事業  24,200  28,600  52,800

情報サービス事業  2,000  2,300  4,300

住宅不動産事業  1,000  1,100  2,100

ビジネスサポート事業  2,800  3,000  5,800

合 計  30,000  35,000  65,000

期 別 通信建設事業 
情報サービス

事業 

住宅不動産 

事業 

ビジネス 

サポート事業
全社分 

資本的支出 

合計 
減価償却費 

平成24年3月期  650  50  200  150  150  1,200 1,500(200)

平成23年3月期  356  113  119  219  97  904 1,399(204)

平成22年3月期  305  83  5  246  178  817 1,438(190)
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